
 

 

   当別町空家等の適正管理に関する条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第   

１２７号。以下「法」という。）に定めるもののほか、空家等の適正管理に関し必

要な事項を定めることにより、空家等が放置され、管理不全な状態となることを防

止し、もって良好な生活環境の保全に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 ⑴ 空家等 当別町の区域に所在する建築物又はこれに附属する工作物であって居

住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その

他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、

又は管理するものを除く。 

 ⑵ 特定空家等 空家等のうち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理

が行われていないことにより周辺の生活環境の保全を図るために放置することが

不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

 ⑶ 所有者等 空家等の所有者又は管理について権原を有する者をいう。 

 ⑷ 町民等 当別町の区域に居住し、又は滞在する者をいう。 

 （所有者等の責務） 

第３条 所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管

理に努めるものとする。 

 （町民等による情報提供） 

第４条 町民等は、特定空家等があると認める場合は、速やかに町にその情報を提供

するよう努めるものとする。 

 （町の責務） 

第５条 町長は、この条例の目的を達成するため、空家等が周辺環境に悪影響を及ぼ



 

 

さないよう、町民等の意識の啓発を図るものとする。 

２ 町長は、所有者等に対し、空家等の適正な管理に関する情報の提供、助言その他

必要な支援を行うものとする。 

３ 町長は、空家等の活用のために必要な対策を講ずるものとする。 

 （調査） 

第６条 町長は、空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握するため、法第９条

第１項の規定による調査を行うものとする。 

 （空家等に関するデータベースの整備等） 

第７条 町長は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又

は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさな

いよう適切に管理されているものに限る。）を除く。）に関するデータベースの整備

その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるものとする。 

 （助言又は指導） 

第８条 町長は、空家等が特定空家等であり、これを是正する必要があると認める場

合は、当該空家等の所有者等に対し、当該空家等の適正管理に必要な措置について

助言又は指導するものとする。 

 （勧告） 

第９条 町長は、前条の規定による助言又は指導を受けた所有者等が特定空家等の状

態を是正しない場合は、法第１４条第２項の規定により、当該所有者等に対し、相

当の猶予期限を付けて、必要な措置を講ずるよう勧告するものとする。 

 （命令） 

第１０条 町長は、前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくその勧告に

係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、法第１４

条第３項の規定により、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る

措置をとることを命ずるものとする。 

 （代執行） 

第１１条 町長は、前条の規定による命令を受けた所有者等が、当該命令に従わない

場合においては、法第１４条第９項の規定により、行政代執行法（昭和２３年法律



 

 

第４３号）の定めるところにより、自ら当該所有者等のなすべき行為をなし、又は

第三者をしてこれをなさしめ、その費用を当該所有者等から徴収することができる。 

 （過料） 

第１２条 第１０条の規定による町長の命令に違反した者は、法第１６条第１項の規

定により５０万円以下の過料に処する。 

２ 第６条の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、法第１６条第２

項の規定により２０万円以下の過料に処する。 

 （空家等対策協議会） 

第１３条 町長は、空家等に関する事項を審議するため、当別町空家等対策協議会

（以下「協議会」という。）を設置する。 

２ 協議会は、次の各号に掲げる事項について、審議を行う。 

⑴ 空家等及び特定空家等に関する計画の作成及び変更並びに実施に関すること。 

⑵ その他町長が必要と認めること。 

第１４条 協議会は、町長及び委員６名以内をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

 ⑴ 地域住民 

 ⑵ 当別町議会議員 

 ⑶ 法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者 

 ⑷ その他町長が必要と認める者 

第１５条 委員の任期は、２年とし再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合にお

ける補充委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第１６条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

第１７条 協議会の会議は、会長が招集し、議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する



 

 

ところによる。 

第１８条 会議は、公開とする。ただし、当別町個人情報保護条例（平成１４年当別

町条例第９号）第２条第１号に規定する個人情報を取り扱う場合等特別な事情があ

る場合は、会長が、協議会に諮って非公開とすることができる。 

第１９条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

第２０条 協議会の庶務は、住民環境部において処理する。 

 （委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

 

   附 則 

 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）

の施行の日から施行する。 

 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 


